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　本稿は，Dr Craig Freedman “Post-war Japan” 
The Centre For Japanese Economic Studies 
Research Papers 2006-2, Macqurie University, 
Sydney NSW 2109, Australia（pp.1- 25）の翻訳
である。
要　旨
　破滅的な戦争の終焉につづいて，日本は慎重
で首尾一貫した政治的・経済的戦略を用いて，
国を再建して伝統的権力構造を維持した。本論
文は，どのようにして何故その戦略が成功した
かということだけでなく，何故それが後に困難
に遭遇したのかをも説明する。
JEL#:：N15; N25; N35; N45
キーワード
日本の経済史，発展戦略
日本─神話と現実
Ⅰ　序　論
　盛者は衰退していく運命にある（本田技研工業
創業者・元社長　本田宗一郎，Sakiya, 1982, p.130,
より）。
　日本経済が「奇跡」から「呆然自失」への状
態に転換したために，回顧的に日本の誤りを指
摘している，特に市場競争が最終的には長期的
優越性をもつという観点から誤りを指摘してい
る，不必要なほど多くの著作が出版されてき
た。修正主義は確かに人を楽しませてくれる。
それ以上に，これら著作の多くは，それら自身
のうちに，真実と洞察という要素を含んでい
る。しかしながら，それらは抽象的より一般的
経済を特徴づける枠組みを欠くというよりは，
むしろ首尾一貫した枠組み，あるいは，少なく
とも日本に特殊な枠組みを欠いているのであ
る。もし，歴史やその他の制度的制約条件を捨
象するならば，このことは何らの問題も提起し
ない。しかし，そのようなアプローチは，目覚
しい戦後日本の成功とその後の失敗の双方を説
明できる説得力ある議論を提供することができ
ない。
　同様に信頼できないのが，日本の文化の独特
性にはなはだしく依存している説明や議論であ
る。文化は，あまりにも僅かなこととあまりに
多くのことを説明するのに，同時にうまく対処
しようとする説明なのである。指定された典型
的行動様式から乖離するどんな観察も，特定の
国の人々や制度を表す固有の特質に還元するこ
とができるからである。そうした理由で，文化
は，潜在的に測定可能な諸変数へと結びつく理
論や概念を好む経済学者の支持をほとんど受け
てこなかった。しかしながら，最も懐疑的な経
済学者ですら，同じインセンティヴがすべての
人々に同じ影響を及ぼすという理念に信認を与
えようとはしないであろう。人々の選好が世界
中で同じであると想定される場合には相対的制
約条件だけが意味をもつのだが，そうでない限
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り，識別できる国民的相違の可能性を直ちに捨
象してしまうことは合理的ではない。文化は
人々の集団が同様な背景をもち共通に保持して
いる一組の経験に関連しているという考え以上
のものを意味しない，ということを念頭に入れ
ておくのが賢明かもしれない。
　戦後日本の有益な理解を得るために，日本人
はリスク回避的傾向を持っているという認識か
ら論述をはじめる。そのような特性は，企業，
政治，および行政の主導者たちの支配的集団が
広範囲の経済的諸目的を達成することと矛盾し
ない，一組のインセンティヴを工夫したやり方
と結びついているものでなければならない。戦
後の日本は，文化によってあらかじめ決められ
た経路を進んできたのではなく，そうした文化
のある先導的要素と同時性をもって動く経路を
進んできたのである。「奇跡」と言われる経済
の成功の一部は，文化的信念と経済的慣行が適
合したことによっている。より最近の失敗は，
その後の〔文化的信念と経済的慣行の〕同時進
行性の欠如を反映している。
　際立って異なる態度や関心事項を説明するた
めの最も妥当な方法は，経済発展の歴史を振り
返ることである。またもや，このアプローチ
は，はっきりと確定している成長経路を解明す
るということではなくて，適切な状況のもと
で，特定の一組の目的を達成することに向けら
れる有力な諸特徴を説明するということになる
であろう。
　核となる制約条件を分析すると，すべての国
の経済発展と同様に，日本の経済発展は人口統
計的および地理的限界によって非常に影響され
てきた。日本の全国土の面積は377,864km2であ
るけれど，その13.6％だけが耕地であるにすぎ
ない。土地のおおよそ70％は，大部分は人の住
めない山，草原，森林あるいは水路によって占
められている。人口127,450,000人（2000年公式
推計）の大部分は全国土の４パーセントに集ま
っている。全住民の半数は東京，大阪，名古屋
を中心に集まり，平屋か２階建てからなる低層
建築物が無秩序に広がる町並みの中に住んでい
る。実に最近までは，日本の歴史は，あまりに
も多くの人々があまりにも小さな土地に常に住
でいる状況，あるいは純粋に経済学的用語で言
えば，労働資源に慢性的に富み伝統的に資本が
貧弱な国という状況，であった。頼りとする注
目すべき実質的自然資源を何ら持たないので，
日本人は自分たちの国を誤りを許容するだけの
贅沢ができない国であると，何世紀にもわたっ
て考えるようになった。事実上，日本は気前の
良い自然の恵みを欠いている点で，多くのヨー
ロッパ諸国と大して違わない。しかしながら，
日本は，正当化されようと否とにかかわらず，
自分たちを唯一の実例であると見做すようにな
った。
　必ずしも注意深くはっきりと述べられている
のではないにしても，こうした認識から，日本
人は自給率が高くかつ過度に注意深くなければ
すべてが失われてしまうであろうという，信念
を広く受け入れてきた。すなわち，〔そうしな
ければ〕日本人は独立国家ではなくなり，より
強力なアジア近隣国か，あるいはまた，欧米諸
帝国中の一つの植民地になってしまうであろ
う。拡大家族あるいは一族が，日本の社会だけ
でなく日本の経済をも表す比喩になった。一族
は自からの構成員の世話をし，外部からの侵入
に対抗する。変化は利用すべき機会というより
も，むしろ抑制すべき脅威か，あるいは，せい
ぜい何とか乗り切るべき脅威となった。このこ
とが，経済的並びに政治的意思決定に対して本
質的に保守的かあるいは高度にリスク回避的ア
プローチを採用させるに至った。日本のシステ
ムにとっては，変化は内部的圧力というより
も，むしろ外部的ショックからやって来る傾向
を有していた。
Ⅱ　政治史
　経済的個人主義を信用しないので…チューダー
朝枢密院の目標は，既成の秩序に脅威を与えるあ
らゆる動きを見つけ出すように絶えず警戒してい
る，家父長的王朝政府の，制限的で保護的な圧力
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に既存の階級的諸関係を服従させることによって，
これら諸関係を明確化することにあった…
（Tawney, 1962, p.166）。
　日本人が危険を冒すことを嫌悪するのは，封
建制の多くの側面を拒絶していることによるの
ではなく，それらの多くの変形したものから生
じている，という議論は説得的であろう。確か
に豊臣秀吉（1536-98年）の朝鮮への誤った冒
険から第二次大戦のより無謀な野望に至るま
で，日本人は能力を超える目標を追求すること
を躊躇してきた。外部の変化要因に対して日本
人の生活を継続しかつ維持していくことは，政
治活動の顕著な特徴であった。封建制大領主
（大名）の終末および大名が信頼した侍の忠誠
心の終末とともに，安定を得るために一族ある
いは集団が，利用されなくなったのではない。
より現代における過去の痕跡は，会社の過重負
担に対する戦後のサラリーマンの献身的努力に
見ることができよう。
　Ａ．閉鎖国家（鎖国）
　徳川家康のもとでの日本の封建制の地固めと
統合は，徳川幕府という形態で200年を超える
期間続いた１）。その顕著な特徴は，孤立という
用心深い戦略であった。最優先の政治目的は，
経済的存続可能性のために安定的基盤を提供し
かつ将軍の権力を継続的に維持するために，変
化の速度を遅くしてそれを制御することであっ
た。一旦鎖国政策が暖かく迎え入れられると，
貿易，特にヨーロッパ諸国との貿易は，ほとん
ど絶たれた。徳川幕府は，港湾都市長崎の沖合
にある出島という島に，オランダだけに出入り
を認めた。このことは，流入するかもしれない
どんな外的ショックによる損害をも制限した。
（宗教であれ非宗教であれ）それまでのヨーロ
ッパの使節団は，日本の内乱や政治に興味をそ
そられていた。高度に規制されたオランダ貿易
が，外部の世界と接触するための窓口を引きつ
づき与えたのである。知識は流入したが，望ま
れない妨害あるいは変化を引き起こす諸力は，
取り除かれたのだった。
　Ｂ．明治維新
　外的ショックは，日本に大きな変化を引き起
こす有効な起動力であることが，長きにわたっ
て分かってきた。しかしながら，変化は，表面
上劇的変換を創り出す変化でさえ，見かけ以上
に既存の構造やヒエラルキーに根強く結びつい
ていた。変化は，より古い秩序の諸成分に長年
にわたって吸収され，基本的には保守的なまま
に留まった。
　日本の強制された開国は，1853年と1854年の
江戸（東京）湾への「黒船」の来航によって，
最もよく象徴される。マシュー・ペリー提督
は，徳川幕府に実行可能な代案を残さなかっ
た。しかしながら，この外国の最後通牒を受け
入れざるを得ないことが，現状における根本的
弱点を露呈していた。南西日本出身の地方の一
族たちが，より若い家臣の侍たちに強く支持さ
れて，外国の来航によって創り出された混乱の
機会をとらえて，10代の明治天皇の権威におい
て徳川の支配を打倒した。新しい指導者たちの
この同じ集団が，それ以降，次の50年間強力な
少数独裁体制の核を形成した。基本的には，彼
らは，自分たちが打倒した権力と同じ目標を持
っていた。すなわち，外国人を追い出すという
目標であった。しかしながら，彼らは，十分現
実を知っていたので，この目標のもつ長期的性
格を認めていた。欧米列強によって押し付けら
れた（外国人の出入りと貿易を明記している）
屈辱的条約は，破棄されたのだが，やっとと言
うほかない。日本は，社会と経済の急速な近代
化によって，これらの目標を達成した。近代化
は軍事力というべきもの（「強い軍事力，強国」）
をもたらした。日本の支配者たちは，中国に忍
び寄る植民地という運命が避けられたとすれ
ば，軍事力が基本であろうと見做していたから
である。将来において，日本人は欧米とのあら
ゆる条約を同様な流儀で見る傾向があった。そ
れらは欧米の利益のために日本に課され，日本
の名誉と利益にとって屈辱的なものであるとい
うものである。
　しかし，こうした状況下での経済的転換は，
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既存の権力構造に反対する国内の階級的反乱に
よるものではなかった。支配的文化的登場人物
は，置き換えられる必要がなかった。その代わ
りに，新たに復位した強力な天皇の指導のもと
に，彼らは急速な工業化と急速な資本蓄積のた
めのエンジンになった。農民はあまりにも分散
化させられて無力だったので，難問への持続的
な挑戦を示すことができなかった。支配的社会
階級は，新興の幾分独立した商業階級と戦う必
要もなかった。外国貿易の断絶が続いていたの
で，商人は政府に国内商業活動の円滑な運営を
頼るようになっていた。市場（いちば）では価
格メカニズムが通常は支配的であるが，そこも
政府の指令に従属していた。見えざる手は，見
える国家的命令に従いつづけていた。
　日本は工業諸国の先進的制度を急速に採用し
て，次の50年間にわたって近代化を行った。日
本人は，一族に対するよりも，むしろ天皇に対
して忠誠心をもった単一国家になった。しかし
ながら，忠誠心，従順，および自己犠牲という
古い侍の家系の諸特徴は，明治日本の教育と制
度にある程度普遍化された。陳腐な常套句を用
いれば，動機づけになる最優先の目的は，主要
な軍事強国として「日の当たる場所」を獲得し
ようという願望であった。経済的近代化は，大
部分そうした目的に対する手段，にすぎなかっ
た。
　明治政府は，長年つづいているヒエラルキー
的関係を十分利用することによって，新しい工
業技術を既存の社会構造内部に組み入れようと
した。欧米の学問・知識と日本人の精神を結合
させる（和魂洋才）というスローガンのもと
に，この計画は普及した。国家の主導のもと
で，一体化された日本の民衆は注意深く導か
れ，この重要な課題の完成に向けて露骨に締め
付けられた。
　これらの目標に手が届こうとしているという
最初の兆候は，最初に1894年～1895年の日清戦
争と次に1904年～1905年の日露戦争とにおける
一連の成功であった。最初の勝利は欧米列強を
驚かせたことであろうけれども，第２の勝利は
これら諸国にとってはショックであった。1910
年までには，日本の植民地支配は，台湾と朝鮮
に広がった。しかしながら，欧米による不平等
条約という日本の認識は，中国政府によって割
譲された領土の返還をするようにドイツ，フラ
ンス，ロシアによって圧力をかけられたことに
よって，増大した。その後，日本人は，日露戦
争を終結するためにアメリカが仲介した条約
を，またもや，敗戦したロシアにあまりにも有
利であると考えた。アメリカへのこの増大して
いく不信は，第一次世界大戦後の時代にヴェル
サイユ条約によって一層悪化させられ，日本と
の同盟を止めるようにイギリスへのアメリカの
圧力がその後つづき，終にはワシントン海軍軍
縮会議で同盟は破棄させられた。各々の場合に
おいて，日本政府は，大衆感情に支えられて，
アメリカの行動を，その公正な利益を日本から
奪うものだと見做した。
　第一次世界大戦後の期間は，日本の歴史を支
配しているように見えるより一般的パターンか
らの，相対的に短いが意味ある逸脱を含んでい
た。大正時代（1912年 -1926年）は，ずっと硬
直的でなく，より偏見のない諸特徴を表してい
た。集団志向的文化によって非常に制約されて
いる日本人という固定観念に対立するものとし
て，大正期は，経済的利益をもたらした第一次
世界大戦によって昂揚されていたので，日本人
をより個人主義的市場志向経済および個人主義
的社会に向かわせた。これらの年は，ある意味
で，非定型的であった。しかしながら，これら
の年は，欧米の価値観とより適合的な，日本社
会の異なるタイプの可能性を表していた。その
極みにおいてさえ，この1920年代のモデルは，
非常に短い期間であったので，国全体を支配す
ることには決して成功しなかった。国は田舎の
保守的な人々と，益々増大していく都会にあっ
て自由主義的な人々とに，激しく分割された
（1920年までは半々に割れていた）。恐らくは，
頼りになる経済成長があれば，自由主義的な議
会制民主主義が生き残ったのかもしれない。し
かし遅い経済成長が，20年代の10年間を特徴づ
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けた。それは，1880年から1940年までの比較可
能などの期間よりも低い経済成長であった。ワ
イマール共和国におけるように，やや騒乱した
10年の後に，日本人は，経済的略奪の終焉と安
定とを求めた２）。1927年の金融危機と金本位制
への思慮を欠いた復帰の決定（1930年）が，こ
の時代の運命を決めた。
　1930年代に入ると，経済的自由と政治的自由
は，安全との引き換えに支払われた代価となっ
た。この交換の心底には，市場諸関係によって
支配される制度を，氏族的統治制度に代替する
という封建的思考様式が横たわっていた。〔市
場諸関係による〕この制度は漸次的にのみ適切
な場所を得てくるのであるが，これは，政策目
標を再検討するために日本経済と日本人の性格
に既に著しく影響を与えている諸要素を借りた
ものである。それ故，これらの要素は，より欧
米の契約的諸関係と議会制民主主義への信頼に
向かっての最初の動きを衰退させながらも，培
われていったのである。
　Ｃ．戦時中の日本
　戦時経済，あるいは戦時対応経済において
は，主たる問題は急速な生産増大を図ることで
ある。これは，市場のために生産をするという
よりも命令に応じて（基本的には軍事防衛志向
的財）を生産することに等しい。日本政府は，
重工業によって一連の増大していく軍事物資が
生産され得るように，経済を再構築していく必
要があった。その時代の政府は，企業金融を株
式や留保収益に大きく依存する体制から全体的
にほぼ銀行金融に基礎を置く体制へと移行させ
ることによって，潜在的に束縛要因となってい
る資本制約を緩和した。そうすることによっ
て，政府は，特定の目的を達成するために投資
に直接資金を注ぎ込むことができた。銀行は資
金の仲介業者になり，株主は企業経営者に責任
を問う実質的能力を失った。
　1931年中国に対する日本の満州での動きは戦
争の時代を開始させ，それは1945年の日本の無
条件降伏によって終結したにすぎない。満州国
という傀儡国家は，日本の作戦上の基地になっ
た。しかしながら，日本のアジア支配という夢
を打ち砕くために，アメリカの妨害がつづいて
いた。生命線とも言える石油の日本への流入を
遮断するアメリカの通商禁止は，過去の憎しみ
を表面化させた。日本には他の選択肢はないと
判断した軍部の主導者は，真珠湾のアメリカ艦
隊に奇襲攻撃を仕掛け（1941年12月８日），ア
メリカと開戦したのであった。日本の軍部は，
計算された賭けに出た。すなわち，アメリカと
連合軍は総力をあげての攻撃に抵抗しないで平
和を求め，東アジアの支配を日本に任せる，と
いう賭けである。（大東亜共栄圏を建設して）
植民地支配からアジアを開放するという装いの
もとに，日本は，香港，マラヤ，シンガポー
ル，ジャワ，インド，ビルマ，インドシナ，お
よび太平洋諸島の大部分に，急速に進攻した。
日本の軍隊の軍事規律を明確に表す残虐性は，
敵の捕虜とアジア地域住民の取り扱いの中に現
れた。初期の成功にもかかわらず，戦争の形勢
は，ゆっくりと変化した。資源が限られていた
ので，日本の賭けは，より長期間にわたれば失
敗する運命にあった。アメリカ，イギリス，お
よびその他の連合軍の決意を不等に過小評価し
ていたので，日本の無条件降伏拒否により，最
初の原爆が広島（1945年８月６日）に投下さ
れ，それから３日後に長崎に投下されるに至っ
たのである。
　Ｄ．戦後の占領
　日本の降伏拒否は，日本の既存の軍事秩序を
維持しようとする日本の支配者の願望を表して
いた。見せ掛けでは，彼らは無残にも敗北し
た。基本的にアメリカが行った占領政策（1945
年 -1952年）は，古い秩序に代わって民主的諸
制度を根づかせることであった。知覚される表
面に隠れて，民主化という国家目標は，巧妙
に，覆されていたのである。以前の軍事体制
は，連合軍の勝利とともに消え去ってしまった
が，戦時の努力の成果と結びついた諸制度や個
人でさえも，表面上変貌したけれど再現した。
古い警護者（guard）が，企図された根底的変
化に対して，勝利したのである。
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　アメリカのダグラス・マッカーサー総司令官
によって統轄された占領政策は，恐らく二つの
区別される段階を有している。最初の段階は，
ルーズベルトのニューディール政策の支持者と
いう痕跡を帯びていた。ここでの目的は，日本
軍国主義が二度と出現しないことを保証するこ
とと，既存の諸制度を破壊する点に至るまで，
日本の諸制度を民主化することに集中してい
た。アメリカが起草した日本国憲法は，日本を
厳密な自衛態勢に制限しかつ将来のどんな軍事
的冒険の可能性も取り除く条項（９条）を含ん
でいた。同様なやり方で，アメリカの占領軍は
農地改革を要求し，（共産主義者を含む）政治
犯を釈放し，労働組合を奨励し，婦人に参政権
を与え，教育改革を推し進め，巨大企業合同
（財閥）を解体した。この積極的活動家アメリ
カの態度は，短命であった。
　以前の権力体制を回復しようと望むコーポラ
ティスト的諸要素と自由主義的改革か左翼寄り
のイデオロギーの適用かのいずれかを欲求する
諸要素との間の闘争が継続している最中におい
て，1945年 -1947年は，変化の諸力が最高潮に
達していることを表していた。この決定的重要
な期間である1946年 -1954年における最も有力
な保守の政治家吉田茂は，マッカーサーを取り
囲むニューディール改革者たちと裏側で成功裏
に戦っていた。彼の遺産は，自由民主党３），す
なわち，再度出現する「鉄の三角形」の砦の一
つを形成する政治家の連立である。財界，行
政，指導的政治家のこの部分集合〔鉄の三角
形〕は，戦後期を通じて日本をうまく切り盛り
したのであった。基軸となる闘争すべては，保
守的事業目的を実現する政策へとアメリカの改
革の発案を転換することを伴っていた。日本は
欧米の民主主義の外面（建前─表向きの方針）
を，リスクが最小化され集団化される伝統的な
封建的構造を含む現実（本音─内実）を推進す
るための手段として，採用した。その代わり，
保守的財界主導者は，包括的な中流社会という
ヴィジョンを暗黙に提案した。この変貌してい
く苦闘の中で明確化すべき論点は，戦後経済の
四つの関係する側面を巡るものであった。
・労働者と基礎的となる協定を確立すること
・農地の再分配
・企業の事業活動の構造
・金融制度
　最初で最も大きな衝突は，労働について生じ
た。労働の安定がなければ，保守主義者も占領
軍も経済成長はできないと考えた。経済成長
（中流社会）は，日本国民をなだめ，保守の支
配を維持するであろう。それとともに，安定と
経済成長は，日本が戦略上重要な東アジアで信
頼できる代理人でありかつ盟邦になることを保
証するであろう。
　マッカーサーが非常に有害な可能性を持つゼ
ネストが進行するのを拒否した，1947年２月１
日に，転換点がやってきた。これは，明らか
に，日本再建に対するアメリカのアプローチの
変化を画すものであった。冷戦は強まってい
た。ニューディール政策の支持者は去り，政治
的並びに財政政策上の保守主義者が入ってき
た。それから，中国が共産党の手に落ちたのに
つづき，1949年共産党員が日本の労働組合から
追放された。約10万人の労働者が職を失い，そ
の何倍もの人々が共産党に加わるのを思いとど
ませられた。
　冷戦は労働諸関係における重要な変化を特徴
づけた。すなわち，それは日本の終戦直後の時
代を頻発するストライキと急進的な組合の時代
にした欧米型の対決から，（少なくとも製造業
の選別された集団においては）企業組合が信頼
できる労働生産性の上昇を実行する見返りに，
企業は雇用保証（低リスク）を受け入れるとい
う協調の時代へと変化したのである。
　この時代における二つの出来事が，日本の政
治的並びに経済的活動の変化を特徴づけること
になった。一つは，1949年２月１日ジョセフ・
ドッジの来日である。ドッジは，日本経済の針
路を再構築するという明白な目的を持ってい
た。３ヶ月という短い期間職務上の旅行をした
後，ドッジは，伝統的な日本企業の利権が再現
することを許容する基礎を築いた。保守的経済
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政策についての彼の主張（均衡予算，低インフ
レ，円安為替レート）は，押しつけられた欧米
流の制度という外観をもつ経済を構築する機会
を与えたが，他方で，賢明なリスク・シェアリ
ングと所得分配という計画を通じて，現実を堀
り崩していたのである。
　もう一つの大きな出来事は，朝鮮戦争４）で
あった。ギリシャ悲劇のデウス・エクス・マキ
ナのように，戦争が創り出した突然の需要急増
が，日本経済を救ったのである。日産のような
企業は，アメリカ軍に部品や車両を生産するこ
とによって，生き残ったのである。
　Ｅ．戦後日本の奇跡
　1955年に自由民主党（自民党）が結成された
ことが，誇り高き助産婦役として行動する日本
経済団体連合会（経団連）とともに，戦後日本
の形を決めた。自民党は，日本の最も伸縮的諸
組織の一つに進化して行った。実際，それは，
異なる特殊利害関係者を代表する党派閥の寄せ
集め以上でありながら，統一された党とは到底
言えなかった。党は，強力な基盤となる信念を
確固とは持っていなかったので，方向を変える
のに非常に僅かな費用しかかからなかった。何
年かにわたって，自民党は特にイデオロギー上
の投資をしなかった。その代わり，党の存在理
由は，選挙民に利権の分配をすることであっ
た。
　政治的妥協に対する明白な傾向を持ちなが
ら，吉田ドクトリンは，戦後日本の外交政策を
明確に定めた。このアプローチは，軍事目的を
経済成長と結局は経済の優位性に代えた。この
成長を達成するために，日本は基本的な安全の
傘の提供をアメリカに頼った。冷戦の到来とと
もに，日米安全保障条約（1951年）が日本をア
メリカにしっかりと結びつけた。長期に及ぶ占
領の終結の返礼に，日本はアメリカの軍事基地
が（1972年５月日本に返還される）沖縄だけで
なく本土にも留まることができることに同意し
た。このアプローチは，アメリカ軍の全面的撤
退を望む左翼政党だけでなく，日本の再軍備を
望む自民党の右翼のメンバーとも，衝突して紛
糾した。改定条約の強行可決をした岸首相の企
ては，1960年に彼の辞任と吉田ドクトリンへの
復帰で終わった。
　60年代の10年間，日本は工業化された経済を
構築することに異常なまでに集中した。池田勇
人首相の所得倍増計画から始まり，この10年に
よって，奇跡的経済を構築してきたという信念
が創り出された。この期間を通じて，成長率
は，年当たり10％を超える率であった。70年代
の初めまでには，日本経済は，完全に工業化さ
れた経済になった。辞任を余儀なくされた後政
治権力を行使つづけようとした派閥の重鎮であ
る田中首相のもとで，諸計画は，インフラスト
ラクチャー増大計画や社会的福祉網の拡充に置
かれた。不幸にも，日本は1973年の第１次石油
危機によって大きな打撃を受けた。その反応と
して，日本は，輸出主導戦略によって石油輸入
の費用増大を賄った。消費者電化製品や自動車
のアメリカ市場への進出が益々増えていった。
これが，保護〔主義〕の問題へと発展する長引
く貿易対立の始まりである。
　これらの問題は，80年代に日本の中曽根康弘
首相とアメリカのロナルド・レーガン大統領の
努力により，幾分緩和された。それにもかかわ
らず，アメリカとヨーロッパ双方から，日本は
不公正な貿易慣行を有しているという告発に直
面した。日本のアメリカへの対外直接投資の増
大は，対立が継続的に増加していく原因になっ
た。1985年の G7主要工業諸国間のプラザ合意
は，日本円を徹底的に再評価することによっ
て，これらの問題への解決を求めた。益々高く
なる円に対応して採用された日本の拡張的金融
政策が，1992年に崩壊するまで日本経済を特徴
づけたバブル経済を，引き起こす種を播いたの
である。
　不幸にも，このときの政治的リーダーシップ
は，リクルート・コスモス社に集中する株取引
のスキャンダルで，機能不全に陥った。これ
が，一連の非常に短命な総理大臣および差し迫
った経済問題を処理できない著しい能力不足を
伴って，リーダーシップの欠如によって特徴付
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けられる期間をつくり出した。バブル経済崩壊
以前でさえ，日本の外交政策は，非難を浴びて
いた。湾岸戦争（1991年）は，憲法９条が及ぼ
す制約をはっきりと例証していた。2000人の非
戦闘員を戦闘に送るという海部首相の企ても，
国会で否決された。その代わりとして，海部は
戦費を負担するために40億 USドルを提供した
が，より実質的な貢献を求めるアメリカの圧力
に遭遇しただけであった。90億 USドルだけ追
加することによって金銭的支援を増加させたの
で，日本は多国籍軍の努力に対する最大の貢献
者になった。この処置は，日米貿易対立の最中
になされたので，アメリカの批評家によって，
小切手外交と揶揄された。日米同盟は，対立し
ていく諸目的についての緊張をはっきりと感じ
始めていたのである５）。
　1993年７月には，自民党自身が，内紛とスキ
ャンダルで苦しんでいたので，1955年の結成以
来初めて政権を失った。自民党から分裂したメ
ンバーによってつくられた二つの新党を中心に
して，多数党連立が細川護熙を首相として，内
閣を結成した。連立内閣は選挙制度改革をどう
にか成功させた。それは，（地方の投票のウエ
イトは都市部より大きいままであったが）地方
の有権者の束縛を打ち破るのに役立った。この
処置は，地方の構造改革そのものの主要な変化
が可能であることを，示しているように思われ
た。細川連立内閣によって提出された広範囲な
改革は，戦後以降日本を基本的に動かしてきた
鉄の３角形に狙いを定めた。改革は，日本経済
の多くを特徴づけた官僚支配に特別な狙いを定
めた。
　不安定な連立は，長続きしなかった。細川は
1994年４月に辞任することを余儀なくされて，
羽田孜が着任したが，すぐに辞任せざるを得な
かった。1994年７月までに，自民党は日本社会
党と連立して与党に復帰した。村山富市が〔片
山哲内閣成立以来〕47年間における最初の社会
党首相になった。しかし彼は，1995年１月の神
戸の震災と1995年３月のオウム真理教宗教集団
によるサリンガス攻撃を適切に処理できなかっ
たことで，最もよく思い出されるであろう。自
民党は，1996年１月に橋本龍太郎を首相とし
て，はっきりと政権に返り咲いた。当初彼は，
「ビッグバン」の日本版を中心として日本にと
っては大胆な改革パッケージを推し進めた。こ
れは，会計慣行を改革して企業の内容をより透
明化することを促進したが，金融統制撤廃を基
本的に加速した。
　しかしながら，1996年の圧倒的に大きな問題
は，日本のバブル後の経済が最終的に回復する
かどうかであった。経済的沈滞に直面した日本
政府は，これまでの伝統的に従って，その沈滞
を短期現象であると見做した。何ら抜本的対策
をとる必要はなかった。財政的拡張がどんな景
気後退の長さや損失をも限定的なものにするで
あろう。調整スキームが，どの特定の部門やど
の会社も過度に苦しむことがないということ
を，保証するであろう。日本のバブル後の政策
は，予測できる道筋を辿った。拡張的財政政策
は，景気後退の深刻さを和らげたように思われ
た。予想されたように，お金はうまく使われな
かった。大部分は，地方や建設業界（自民党の
主たる貢献者）に好都合な高速道路や同様なプ
ロジクトへ向かった。このアプローチの有効性
は限られており，大蔵省の努力は銀行問題を解
決するというよりもむしろ保護するためのもの
であったにもかかわらず，1996年までに経済は
持続的成長軌道に戻るように思われた。
　橋本政権は，それから，一連の粗悪な政策措
置，不運および増大する金融スキャンダルに真
正面から遭遇してしまった。大蔵省に説得され
て，橋本政権は，財政再建を追求し，税の引き
上げ，とくに消費税の引き上げを実行した。不
運にも，ほとんど予測できないアジア危機
（1997年）が，既に苦難に陥っていた日本の銀
行に，信じがたいほどの打撃を与えた。日本の
銀行は，タイやインドネシアのような速く成長
する東アジア諸国に貸出をすることによって，
バブル後高まっていく不良債権問題から抜け出
そうとした。これらの経済の崩壊が，日本の銀
行に貸し出しを引き揚げさせてアジア危機を一
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層悪化させていった。この崩壊は，銀行システ
ムの脆弱性と問題を隠蔽しようとする政府の無
駄な企ても露呈した。
　傾く経済状況に応じて，1998年５月の選挙で
自民党は惨めな結果に終った。橋本は退陣し，
自民党の熱心な派閥支持者小渕恵三に代わっ
た。これは政治的改革プログラムに対する派閥
政治の勝利であった。2000年４月小渕の死によ
り，恐らくは派閥の領袖の典型と言える森喜朗
が首相として跡を引き継いだ。経済が傾いてい
るとき，森は世間との関係において，特に不器
用であることが分かった。彼の支持率は，10％
にまで低下した。来るべき選挙での敗北を恐れ
て，森は辞任した。驚くべきことに，長年リー
ダーシップを巡る対抗馬である小泉純一郎が，
元橋本龍太郎首相を支持する派閥の支持者に対
して，どうにか勝利した。小泉は，経済改革や
新しい事業のやり方を擁護することによって，
根本的変化への希望を高めた。小泉は，選挙で
自民党を予想外の勝利に導いた。しかし，支配
的過半数を得るのには新公明党と保守党双方の
支持を必要とした。小泉政策の現実は，約束と
異なることが判明した。小泉はメディア受けす
る演技を作り上げることには有能であるが，経
済改革に真の関心を持っていないことがわかっ
た。彼は，せいぜい，自民党政治の派閥的性格
や，既得権益を代表する政治家と強力な省庁の
官僚両者を，打ち破ることを決意した政治家と
して見做し得るであろう。より皮肉な見方をす
る人々は，彼の改革政策すべてにおける真の狙
いが，対立する自民党派閥への資金の流れを断
ち切ることによって，彼自身の支持者の力を単
に統合することにだけあるのではないかと考え
ている。
　2004年までには，日本は最悪の経済的苦難か
ら脱していた。ごく限られた日本の経済的成功
も，主として小泉首相の政策に帰するものであ
るとは，ほとんど言えないであろう。彼は，日
本の不確実な経済よりも復古的な愛国主義的外
交政策を推進することに興味を持っていたよう
に思われる。このアプローチの結果は，中国お
よび韓国との次第に悪化していく関係の中に，
辿ることができる。小泉は，恐らくは最も成功
していない首相であるけれど，日本の最も在任
期間の長い首相の一人になった。彼は，前もっ
て決定した諸目的に適合するように，自民党を
変えることを決心したように見える。郵政改革
法案を強行可決しようとする彼の企てが2005年
８月にはっきりと示されたとき，彼は妥協を求
めるというよりは，むしろ進んで自民党を壊す
という賭けに出ている。その後の2005年９月の
選挙は，日本の選挙には独特な一工夫が重要で
あることが新たに発見されたことを，明白に示
した。小泉は，郵政改革計画が経済活性化のた
めの緊急的必要性と同義であることを主張し
て，他のすべての問題点を無視することによ
り，1986年以来自民党の選挙戦のうちで最大の
勝利を達成することができた。自民党は国会で
480議席中296を獲得したので，新公明党との連
立与党は，2/3の絶対多数を占めている。この
ことは，小泉が，彼の法案の一つを否認しよう
とする参院のどんな企ても，覆すことを可能に
する。新自民党メンンバーのうち83人は，大部
分が小泉によって厳選された新人である。近い
将来，自民党にも弱体化した民主党にも，変化
を実行していく上で，多くを期待することはで
きないように思われる。
（阪南論集　社会科学編　第42巻第１号につづ
く）
注
１）1868年の明治維新までは，日本の天皇は京都に
住んでいて，名目的に支配していたにすぎなか
った。実質的権力は，（欧米では将軍として知ら
れている）指導者に率いられた，勢力を持った
一門に掌握されていた。徳川幕府は，戦略上の
理由から，天皇の儀式的首都から離れた江戸（後
の東京）に実際上の首都を置いた。
２）その期間は，欧米化された工場や文化だけでな
く，政治家の暗殺，関東大震災，米騒動，およ
び軍事的野望を抑制することに無力であったこ
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とでも知られている。
３）岸信介は同様に重要であるが，はるかにあこぎ
であった。彼は戦時中の閣僚で1948年まで牢獄
に入れられ，1952年当時の民主党に入党した。
1955年には，彼は民主党の党首として，吉田の
自由党との合同を巧みに実行し，日本の政治に
関して保守の優位性を確実にした。
４）ヴェトナム戦争は，経済的観点からは，後にな
ってみると日本にとって大きな利益をもたらし
たであろう。アメリカの支出は，60年代の日本
のキャッチアップ発展政策を加速するのに役立
ったであろう。
５）10年後このことは，憲法９条修正を求める要求
が政治的成分配列のうちより保守的な右翼の成
員間で，益々一般的になっていったので，吉田
ドクトリンの崩壊であることが分かるであろう。
「普通の国」になるという不可解な訴えは，誤っ
て定義されているけれど，そのことによって日
本は非戦闘員をイラクへ派遣する（2004年─
2005年）することになった。これら1,500の部隊
は， 最初オランダの軍隊，次いでオーストラリア
の軍隊によって保護されており，象徴以上のも
のではなかった。しかしながら，それは日本の
国際的政策における潜在的に大きな変化を表し
ていた。
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